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１． 財政計画の概要 

令和５年度までの決算額、令和 6 年度決算見込み額、令和７年度予算額を考慮した投資・財政
計画（収益的収支・資本的収支の向こう 30 年間の中期経営シミュレーション）を作成する。 

事業計画（投資）については、アセットマネジメント検討で試算した更新需要にありあけ浄水場の更
新に係る事業費など最新の事業計画を反映させる。（R6 第 2 回審議会の CASE４をベースに再調整
したもの） 

ここで、事業計画（投資）を実現するために財源を確保する必要があるが、これまでと同様に民間活
力を活用した外部委託化（ありあけ浄水場包括委託など）による経費削減を継続するとともに財源
確保方策として、国庫補助の活用や企業債の借入等の対応策を検討する必要がある。投資・財政計
画を作成することにより、これらの対応策の中から将来における世代間負担の公平性の観点に十分留
意した対策を選定するものとする。 

 
１）財政シミュレーションの概要 

投資・財政計画により、収益的収支及び資本的収支について将来の見通しを把握し、現状の料金
水準を維持した場合に財政的な健全性を確保できるか検討を行う。 

収入及び支出の各科目においては、物価指数の変動等により条件設定の見通しが不明瞭な事項が
多い中での検討となるため、明確でない煩雑な条件設定は極力避けるものとし、安全側での設定を行う
ものとする。 
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２）財政シミュレーションの手順 
投資・財政計画は、以下に示す実施手順により検討を行うものとする。 
投資計画では、アセットマネジメント検討で算定した事業量やありあけ浄水場包括委託の費用などを

基本として、年次別事業費を設定し、新規取得資産の減価償却費を計上し、将来の減価償却費を算
定する。 

また、財源計画は、計画している年次別事業に対してその財源（企業債、料金水準（供給単価）、
一般会計からの繰入金等）の設定を行うものとし、企業債の借入れに際し、将来の企業債償還元金
と支払利息を算定する。 

投資・財政計画は、企業会計の規定に基づき、収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み金額
による整理を基本とする。 

 
 

 
図 財政収支の関連フロー 
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３）基本条件の設定 
令和 8（2026）年度以降の将来の経常収支を推計するために、収益的収支における各科目や、資

本的収支における企業債や出資金等の収入、建設改良費や企業債元金償還等の費用について設定
する。なお、財政シミュレーションにおける基本条件は以下のとおりとする。 

 
表 財政シミュレーションの基本条件 

項 目 概要説明 
検討期間 2026（令和 8）年度から 2055（令和 37）年度までの 30 年間とする。 

財政項目 2026（令和 8）年度以降の各項目の設定は、原則として直近の決算額、予算額
を基準として行う。ただし、設定が必要な項目については別途整理する。 

内部留保資金残
高の算定方法 

内部留保資金残高の算出は以下の方法とした。 
内部留保資金残高（補てん財源）＝流動資産－流動負債－引当金 

純損益 収益的収支において欠損金（赤字）が生じないこと。 
内部留保資金の
目安額 

内部留保資金（補てん財源）の最低確保額は明確な基準は定められていない
が、一般的に毎年の事業運営のために必要な金額とされている。本シミュレーションで
は財源が過不足するかどうかを判断する指標としてとりあげる。 
  大牟田市の 2024（令和 6）年度の給水収益は 2,185,927,028 円（約 22

億円）であるため、2024（令和 6）年度末時点の資金残高（約 28 億円）
と比較すると、給水収益の約 1.3 ヵ年分強を保有しており、他の事業体よりもや
や多めに保持している状況にある。 

  ここでは給水収益の 1 年分程度の 20 億円を 1 つの目安額として仮設定する。 
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２． 財政収支項目の条件設定 

財政シミュレーションを検討するにあたって、収益的収支、資本的収支、資金残高等の各項目の将来
値について条件設定を行う。基本条件については、前述に示したとおりであるが、設定根拠の詳細説明
が必要な項目について以下に示すものとする。 
 
１）収益的収支【収益的収入】 

（１）営業収益 

①給水収益 
  料金収入は、有収水量の設定等、以下の条件設定により計上する。 

【有収水量】水需要予測にて推計した有収水量推計結果を用いる。 
【供給単価】令和 6 年度の実績供給単価 224.57 円/m3 を用いる。 
【料金収入】年間有収水量×供給単価 224.57 円/m3 で計算し、料金改定が必要な場合

は供給単価に改定率を乗じる。 

②受託工事収益 
  将来値として計上しないものとする。 

③その他 
  以下の項目別の設定額を計上する。 

項 目 条件設定内容 
手数料 令和５年度、令和 6 年度の平均額 230 千円を一定額で

計上する。 
雑収益 令和５年度、令和 6 年度の平均額 83,270 千円を一定額

で計上する。 

（２）営業外収益 

①補助金 
  他会計補助金として次の収益を見込むものとする。 

項 目 条件設定内容 
他会計補助金 四箇地区簡易水道事業起債償還（利子）＋閉山炭鉱

水道事業元利償還金の予定額を計上する。 

②長期前受金戻入 
  既存取得資産の令和 7 年度以降の長期前受金戻入の予定額に、新規取得資産の長期

前受金戻入を加えた額とする。 
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  新規取得資産の長期前受金戻入は、資本的収入の補助金及び負担金・繰入金などの合
計金額を管路資産の整備にあてたものと想定し、耐用年数 38 年で計算したものを加えるも
のとする。 

③その他 
  以下の項目別の設定額を計上する。 

項 目 条件設定内容 
雑収益 令和５年度、令和 6 年度の平均額 9,820 千円を一定額

でする。 
受取利息及び配当金 令和７年度予算額と同額の 4,211 千円を一定額で計上

する。 
 

（３）特別利益 
  特別利益として次の収益を見込むものとする。 

項 目 条件設定内容 
特別利益 令和５年度、令和 6 年度までの平均額 860 千円を一定

額で計上する。 
 
 

２）収益的収支【収益的支出】 

（１）営業費用 

①職員給与費 
  基本給、退職給付費等、以下の設定により費用を計上する。 

項 目 条件設定内容 
基本給（給料＋扶養手当） 令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は令和 7

年度の予算額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 
なお、物価上昇率は近年の実績より 2.3％とし、令和 12 年
度までの 5 年間上昇を見込むものとする。 

退職給付費（退職給付費＋
退職給付費引当金） 

令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は令和 7
年度の予算額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 

その他（手当、法定福利計、
法定福利引当） 

令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は令和 7
年度の予算額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 
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②経費 
  動力費、修繕費等、以下の設定により費用を計上する。 

項 目 条件設定内容 
動力費・薬品費 令和 7 年度動力費・薬品費÷令和 7 年度年間給水量にて

動力費・薬品費単価を算出し、令和 8 年度以降は動力
費・薬品費単価に物価上昇率を乗じたものに、年間給水量
予測値を乗じて算出する。 

修繕費 令和 7 年度予算額を起点に令和 8 年度以降は物価上昇
率を乗じた額を計上する。 

受水費 受水費の計算方法に基づき基本料金+使用料金で算定す
る。受水量は、平均配水量の増減幅で推移するものとする。 

委託料 原水及び浄水費の委託料はありあけ浄水場の修繕費・維
持管理費の予定額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 
その他の委託料は令和 7 年度予算額を起点に令和 8 年度
以降は物価上昇率を乗じた額を計上する。 

その他（物件費、光熱水費
等） 

令和 7 年度予算額を起点に令和 8 年度以降は物価上昇
率を乗じた額を計上する。 

 

③減価償却費・資産減耗費 
  既存取得資産の令和 7 年度以降の減価償却費の予定額に、新規取得資産の減価償却

費を加えた額とする。 
  新規取得資産の減価償却費は、投資額を建築、土木、電気、機械、計装、管路に分類

し、建築・土木は耐用年数 58 年、電気・機械・計装は耐用年数 16 年、管路は耐用年数
38 年、量水器は耐用年数 8 年として計算する。 

  資産減耗費は令和５年度、令和 6 年度の平均額 17,920 千円を一定額で計上する。 
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（２）営業外費用 

①支払利息 
  令和 6 年度までに借り入れた企業債利息の償還計画に新規借り入れ分の支払利息を加

算して計上する。 
  新規分の企業債利息は以下の方法で計算する。 

項 目 条件設定内容 
企業債利息、借入金利息 
 

新規の企業債に対しては、40 年元金均等償還（据え置き
１年）として計算する。 
令和 7 年度以降の利率は 2.7%と設定する。 

 

②その他 
  雑支出として、令和５年度、令和 6 年度の平均額 410 千円を一定額で計上する。 

 

（３）特別損失 
  特別損失として次の収益を見込むものとする。 

項 目 条件設定内容 
特別損失 令和５年度、令和 6 年度の平均額 3,040 千円を一定額

で計上する。 
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３）資本的収支【資本的収入】 

①企業債 
  建設改良事業費の 70％を目安として企業債を借り入れる設定とする。 

②他会計出資金 
  他会計出資金として、消火栓設置費補助金を見込む。この金額については、建設改良事業

費のうち管路工事費の 8％を見込むものとする。 

③他会計補助金 
  他会計補助金として、四箇簡易水道元金償還予定額を見込む。 

④他会計負担金 
  他会計負担金は計上しないものとする。 

⑤他会計借入金 
  他会計借入金は計上しないものとする。 

⑥国庫補助金 
  令和 11年度までの重要管路更新事業に係る国庫補助額を見込む。 

⑦固定資産売却代金 
  固定資産売却代金は計上しないものとする。 

⑧工事負担金 
  工事負担金として、令和 16 年度までは下水道工事の補償費として 2,000 万円を見込み、

令和 17 年度以降は計上しない。 
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４）資本的収支【資本的支出】 

①建設改良費（事務費、更新等事業費、営業設備費） 
  職員給与費を含む事務費は、令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は令和 7

年度の予算額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 
なお、物価上昇率は近年の実績より 2.3％とし、令和 12 年度までの 5 年間上昇を見込む
ものとする。 

  営業設備費のうち量水器分は、令和 8 年度以降は令和５年度から令和 6 年度までの決
算額の平均値を一律で計上するものとする。 

  更新等事業費は法定耐用年数の 1.5 倍で更新する案をベースとしてアセットマネジメントを行
うとともに事業費の平準化を考慮し、ありあけ浄水場の更新計画を反映したものとする。（Ｒ
６審議会資料ＣＡＳＥ4 を再精査） 

②元金償還金 
  令和 6 年度までに借り入れた企業債の元金償還計画に新規借り入れ分の元金償還金を

加算して計上する。 
  新規分の企業債償還金は以下の方法で計算する。 

項 目 条件設定内容 
企業債償還金 
 

新規の企業債に対しては、40 年元金均等償還（据え置き
期間 1 年）として計算する。 

③国庫補助金返還金 
  国庫補助金返還金は、令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は計上しないも

のとする。 



10 

 
 

全体事業費（CASE4；再精査） 

 
 

 
 

 
 

（税込み：千円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

管路（埋設管路） 469,000 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080 300,080

構造物及び設備 307,226 38,628 24,123 287,728 195,383 299,037 278,574 267,704 570,832 617,156 268,616 201,097 180,504 250,550 168,989 298,134 274,107 932,046 580,905 168,731 309,300 62,158 82,382 49,912 286,670 36,359 239,378 178,754 309,533 312,643 557,855

土木 77,010 0 10,542 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,542 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建築 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,685 281 0 0 0

建築設備 0 0 659 0 2,762 0 0 0 34,128 0 0 1,081 0 0 659 2,426 0 13,103 16,200 0 1,081 0 0 26,635 2,762 0 659 45,173 2,980 1,081 0

機械 0 0 9,391 27,735 2,946 3,894 227,536 235,563 486,972 432,198 191,916 3,894 3,014 3,014 21,713 3,014 5,409 3,894 32,735 3,014 3,894 3,014 6,668 5,853 9,682 3,014 3,894 3,014 245,719 236,443 484,133

電気 55,350 0 0 124,835 9,242 5,817 0 1,791 0 88,655 0 0 7,864 185,373 102,359 201,995 149,158 736,696 509,351 0 0 2,047 29,937 5,817 0 1,791 25,641 1,657 10,452 9,548 11,389

計装 149,490 0 492 134,452 179,796 288,901 22,341 0 11,686 45,849 76,275 160,789 149,668 59,627 42,351 62,920 64,473 112,687 20,855 162,925 288,901 22,341 19,287 0 158,045 29,233 178,604 82,610 48,107 40,196 61,134

管路 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,577 0 0 0 65,280 0 0 0 0 0 0

機械器具購入費等 25,376 38,628 3,039 706 637 425 28,697 30,350 38,046 50,454 425 35,333 19,958 2,536 1,907 27,779 55,067 55,124 1,764 2,792 847 34,756 26,490 11,607 50,901 2,321 19,895 46,019 2,275 25,375 1,199

合計 776,226 338,708 324,203 587,808 495,463 599,117 578,654 567,784 870,912 917,236 568,696 501,177 480,584 550,630 469,069 598,214 574,187 1,232,126 880,985 468,811 609,380 362,238 382,462 349,992 586,750 336,439 539,458 478,834 609,613 612,723 857,935

工種
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（千円） 全体事業費（CASE4；再精査）

土木 建築 建築設備 機械 電気 計装 管路 機械器具購入費等 管路（埋設管路）
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５）資金収支・企業債残高 
それぞれ以下の算定式により算出する。 

①当年度損益勘定留保資金 
  現金支出を伴わない減価償却費や資産減耗費など、企業の内部に留保される資金をいい、

収入が不足する場合の補てん財源となる。 
当年度損益勘定留保資金＝減価償却費＋資産減耗費＋純損益 

－長期前受金戻入 
 

②資本的収支不足額 
  資本的収支不足額は以下の式で計算する。 

資本的収支不足額＝資本的収入－資本的支出 

③資本的収支消費税調整額 
資本的収支消費税調整額＝４条支出の消費税額（建設改良費÷1.10×0.10） 

④資金残高 
  資金残高は以下の式で算出し、水道事業が安定的に経営を行っていくための資金のことをい

う。事業規模、特性により最低限必要な資金は異なる。 

資金残高＝流動資産－流動負債－引当金 

⑤企業債残高 
  企業債残高は以下の式で算出し、借り入れた企業債の元金残高を示すものである。 

当年度企業債残高＝過年度企業債残高＋当年度企業債発行額 
－当年度企業債償還金 
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表 資金残高の実績 

 
 
  

年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
項目 2022年度 2023年度 2024年度

流動資産 4,495,269 4,268,951 4,374,122

現金預金 3,839,330 3,744,338 3,735,246

未収金 556,612 421,927 523,228

貯蔵品 23,360 22,750 20,792

前払費用 9,819 26,526 14,287

前払金 15,918 3,180 30,359

その他流動資産 50,230 50,230 50,210

固定負債 365,677 346,519 345,979

退職給与引当金 365,677 346,519 345,979

流動負債 1,623,738 1,294,933 1,240,139

企業債 574,863 600,469 584,547

未払金 975,913 605,948 583,904

前受金 1,309 866 147

預り金 50,650 51,462 50,650

引当金 21,003 36,188 20,891

当年度資金残高 2,505,854 2,627,499 2,788,004

長期借入金残高 8,094,462 7,891,599 7,506,640
他会計借入金残高 0 0 0
企業債残高 8,094,462 7,891,599 7,506,640

決算額(税抜) 決算額(税抜) 決算額(税抜)

補
て
ん
財
源
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６）物価上昇率について 
物価上昇については全国の消費者物価指数の状況から以下のように設定する。 
2020 年を 100 とした場合の 2025 年の総合指数が 111.5 となるため、平均の上昇率は 11.5％÷5

年＝2.3％となる。 
このことから物価上昇率を 2.3％と設定するが、将来的な増減の動向についての予測は難しいため、

上昇率を見込む期間は令和 8 年度から 12 年度までの 5 年間とする。 
 

 
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf
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３． 投資・財政計画（財政シミュレーション） 

前述までの条件設定に基づき、投資・財政計画（財政シミュレーション）の結果を以降に示す。 
 

１）投資・財政計画（事業費調整後）：CASE４ 
ケース４として法定耐用年数の 1.5 倍で更新する案をベースとしてアセットマネジメントを行い、事業費

を平準化し、ありあけ浄水場については包括委託の更新費を反映した場合の投資に対する収益的収支
を含めた財政シミュレーション結果を示す。 

（１）収益的収支の見通しについて 
図-5 に示すように収益的収入は、水需要の減少に伴い右肩下がりの推計となり、令和 6 年度決

算値で 25.4 億円であった収入が令和 17 年度には 22.3 億円（△12.6％）、令和 37 年度には
18.1 億円（△29.2％）まで減少する見込みである。 

図-6 に示すように収益的支出は、物価上昇により経費が増加し、減価償却費は建設費に合わせ
て将来的には増減する見込みであるため、24 億円～28 億円で増減する見込みとなる。 

収益的収入―収益的支出で計算される当年度純損益は、令和 9 年度以降はマイナス（赤字）
となり、水道事業の運営に対する費用を料金収入等の収入では賄えなくなる見通しである。 

図-1 に示すように、当年度純損益の単年度赤字は令和 17 年度には△3.6 億円、令和 37 年度
には△8.0 億円となる。 

（２）資本的収支・資金残高の見通しについて 
図-2 に示すように、資本的支出が資本的収入を上回り、不足分を当年度損益勘定留保資金や

内部留保資金で補うこととなる。 
図-3 に示すように、計画している事業費に対して、企業債の借入比率を 70％とした場合において

も、資金残高は年々減少し、令和 12 年度には資金残高の目安額 20 億円を下回る結果となる。ま
た、資金残高は以降も減少を続け令和 19 年度には資金ショートする見通しである。 

（３）給水原価、供給単価の見通しについて 
給水原価は増加傾向となり、令和 6 年度に 223.9 円/m3 である給水原価が、令和 17 年度には

279.15 円/m3、令和 37 年度には 346.69 円/m3 まで増加する。 
供給単価は、令和 6 年度の 224.6 円/m3 を維持するものとしているため、給水原価が増加し単年

度赤字が増加し続ける結果となる。赤字の主な要因は水需要の減少と物価の上昇であり、これ以
上の経費の削減や事業費の削減により経営を改善するのは困難な状況であるため、料金改定により
適正な供給単価とすることが求められる。 

（４）経営指標について 
料金回収率については令和９年度以降 100％を下回り、令和 17 年度には 80.4％まで減少する

見込みである。 
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経常収支比率については令和９年度以降 100％を下回り、令和 17 年度には 86.3％まで減少す
る見込みである。 

給水収益に対する減価償却費の割合は、現状 35％程度であるが、将来的には 30～45％程度
まで増加する見込みである。 

給水収益に対する企業債利息の割合は、現状 5％程度であるが、将来的には 14％程度まで増
加する見込みである。 

給水収益に対する元金償還金比率は、現状 28％程度であるが、令和 23 年度には 14％程度ま
で減少し、令和 37 年度にかけて 24％程度まで増加する見込みである。 

（５）企業債償還金・企業債残高の見通しについて 
本推計では、企業債の借入を事業費の 70％としており、事業費が大きい年度もあるため企業債

残高は増加傾向となる。 
現在の企業債残高が約 75 億円であるが、令和 14 年度には 64 億円まで減少し、その後令和 37

年度までに 86 億円まで増加する見込みである。 
企業債償還金は現状約 6 億円であるが、令和 23 年度には 2.5 億円まで減少し、その後令和 37

年度までに 3.9 億円まで増加する見込みである。 

（６）推計結果について 
ケース 4 は、投資となる事業量を平準化した場合の、収益的収支、資本的収支、資金残高等の

シミュレーション結果を示した。 
収益的収支において令和 9 年度以降に赤字となり、資金残高も令和 12 年度には目安の 20 億

円を下回る状況となるため、経営的には厳しい状況となる。なお、収益的収支の赤字の要因は、水
需要の減少と物価上昇の影響による経費の増加、委託費の増加である。 

投資の影響が反映される減価償却費や企業債償還金は当面は減少傾向にあるものの、これまで
以上の事業費の削減による収支好転は難しいものと考えられ、料金改定による経営改善が求められ
る。 
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表 投資・財政計画（R８～R17） 
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表 投資・財政計画（R18～R37） 
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４． 健全度の評価 

１）構造物及び設備の健全度評価の推移 
現在（R6） 

 
更新をしない場合（CASE０） 今回計画（CASE４） 

10 年後（R17） 

  
20 年後（R27） 

  
 

30 年後（R37） 

  

  

89.5%

6.9%
3.6%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

38.5%

25.8%

35.7%
健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

70.0%

25.2%
4.8%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

36.9%

1.8%
61.3%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

93.7%

3.9%
2.4%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

25.7%

11.3%63.1%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円

72.1%

25.1%

2.8%

健全

経年化

老朽化

構造物及び設備
9,438,970 千円
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２）管路の健全度評価の推移 
 
現在（R6） 

 
更新をしない場合（CASE０） 今回計画（CASE４） 

10 年後（R17） 

  
20 年後（R27） 

  
30 年後（R37） 

  
※詳細な管路更新計画を策定した管網モデルの延長ベースで集計したもの 

71.4%

24.4%

4.2%

健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

53.4%
30.4%

16.2%

健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

56.4%30.4%

13.2%

健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

25.4%

44.8%

29.7%
健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

31.5%

44.8%

23.6%

健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

6.7%

45.0%

48.3%
健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長

15.8%

45.0%

39.2% 健全

経年化

老朽化
679.2 Km
総管路延長


